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オープンソースによる地域沿岸域管理の試み

（正）敷田麻実（金沢工業大学 情報フロンティア学部 情報マネジメント学科）

1．はじめに

海岸法など沿岸域にかかわる主要な法律が改正さ

れて一定期間が経過したが、沿岸域管理に関しては

沿岸域管理法の制定も視野に入っておらず、国レベ

ルの具体的な成果は生まれていない。しかし地域の

沿岸域では、沿岸域を主体的に管理する試みも生ま

れている 。このような地域で特徴的に認められるの
1)

は、地域内の関係者ばかりではなく、よそ者や外部

者と呼ばれる地域外住民の「参加」も含め、多様な関

係者が、それぞれの持つ知識や知恵を有効に生か

す管理の試みである。

沿岸域学会の2000年アピール などでは、地域の2)

沿岸域管理(以下、「地域沿岸域管理」)が必要だとさ

れながらも、現実的には実施が難しいとされてきた。

それは、多数の関係者による「かかわり」や「参加」を

理想としながらも 、多数の参加による混乱や、不特
3 4) )

定多数の外部者による秩序の低下を恐れるためだと

考えられる。しかし、沿岸域利用が多元化し、ニーズ

や実現したい価値が多様化した現在、住民・地域外

からの利用者・管理者(監督官庁)など、多様な関係

者の参加の下で、秩序ある地域沿岸域管理の実現

を考えることは重要な研究テーマである。

本報告では、多様な関係者に管理の仕組みを公

開したうえで、参加を可能とし、協働しながら実現し

てゆくような沿岸域管理を「オープンソース型」沿岸

域管理とし、その仕組みと必要性について議論した。

そしてオープンソース型の地域沿岸域管理に関して、

敷田らの提案するサーキットモデル をもとに、山形
5)

県酒田市周辺のクロマツ林保全活動の事例を議論し、

実現のための促進要因について考察する。

ここでオープンソースとは、 などの普及で注Linux
目されているソースコード(ソフトウエアの構成情報)が

公開されているソフトウエアの総称である。その開発

手法は、オープンソーシング、また場合によってはオ

ープン戦略と呼ばれている 。また、沿岸域管理は
6 7) )

「沿岸域総合管理」や「総合的沿岸域管理」、また

「統合的沿岸域管理」と呼ばれることもあるが、法律

や制度によって構築された狭義のものだけではなく、

「沿岸域の環境や資源を好ましい状態で維持し、利

用者の価値を実現するために、沿岸域環境に影響を

与える人間の利用を調整する考え方とその仕組み、

そしてその実践」とした。さらに本稿で使用する「地

域」とは、「市町村の行政区域、またはその一部であ

るような日常生活圏に近い区域」とした 。8)

2．オープンソース型地域沿岸域管理

2．1 地域沿岸域管理の重要性

沿岸域管理の重要性が繰り返し強調されながら、

省庁別の分割管理などの問題が依然として残されて

おり、国レベルでの仕組みとしては実現していない。

しかし改正された海岸法では、基礎自治体である市

町村が地域の実情に応じて海岸管理者になることが

でき、京都府京丹後市(旧網野町)などで、地域の関

係者による海岸の管理がはじまっている 。また、そ
9)

れ以外でも、管理へのボランティアや の参加なNPO
ど、さまざまな試みが市町村レベルで進められている。

その背景には、①沿岸域の環境破壊が深刻になり、

身近な沿岸域の保全では、国レベルの沿岸域管理

の実現を待てない状況にある、②沿岸域の環境問題

の解決が地域社会の課題であり、また利益になると

認識され始めた、③一連の関係法律の改正で、分権

が多少なりとも進んだ、④水産関係者以外の沿岸域

利用者が増え、沿岸域の賢明な利用に社会的関心

が集まってきた、ことがあると考えられる。

そこで、地域沿岸域管理の実現に主眼を置き、そ

の創出の仕組みを研究することが現実的な解決策と

なろう。そして敷田が主張するように、こうした地域沿

岸域での試みが、最終的には国レベルの「ユニバー

サルルール」を生み出す可能性もある 。また地域10)

沿岸域管理で創出された管理に関するノウハウは、

他の地域や国レベルの管理にも移転できる可能性が

高い。

2．2 オープンソース型管理の必要性

オープンソース型地域沿岸域管理とは、前述したよう

に、管理の仕組みや手法、プロセスを公開したうえで、

沿岸域にかかわるさまざまな関係者(以下「アクター」

と呼ぶ)が主体的に参加し、主体的にルールや組織

を創出する管理である。このようなオープンソース型

管理が地域で必要とされている理由として、以下の3
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点をあげることができる。

まず第1に、管理を実現する際には、一定の範囲の

沿岸域を管理するためのルール(規範)とツール(組織

や仕組み)が必要とされる。またそれを進める「コツ」

や「知識」はいわゆる「ノウハウ」と呼ばれ、これも実施

のためには必要である。しかし、人材や情報に恵ま

れ、管理の経験も豊富な国や都道府県レベルと異な

り、地域沿岸域管理は試行錯誤で進めることが多い。

特に地域沿岸域管理に参加する や利用者グルNPO
ープの場合、管理に関するノウハウが十分ではない

ことも少なくない。そのためにも「ローカルな知識」や

「利用者が持つ知恵や知識」の管理への反映 が管理
11)

の仕組みとして必要である。

第2に、沿岸域環境は複雑で科学的管理には限界が

あり、また利用状況も頻繁に変化するので、適切に管理

しようとすれば、管理の仕組みもそれに合わせて頻繁に

変える必要がある。そのため後述のサーキットモデルの

ような、状況に合わせて管理に関するノウハウを自らで

「創造」できる管理の仕組みが望ましい 。
12)

第3に、管理に必要な沿岸域環境のモニタリングコス

トは高くなりがちである。その解決方法として、利用者が

モニタリングを一部になうことで、参加機会創出とモニタリ

ングコストの低減を図ることができる。生産者でありながら

消費者でもある生活者を、トフラーは「プロシューマー」と

名付けたが 、利用者でありながら管理者でもある
13)

マネユーザー, が、地域沿岸mana-user manager+user( )

域管理では望ましい。マネユーザーは利用者だが、沿

岸域環境の持続可能な利用を追求する活動に積極的

に加わり、自ら沿岸域で価値を実現しようとする存在であ

る。また彼らは、沿岸域が提供するサービスや便益に関

心を持ち、かつ環境の持続可能な利用に関心がある者
) )の集団( )であり、宮内 や井上community of interests 14 15

が指摘する「有志」だと考えられる。

オープンソース型の管理は、従来型の管理の否定

ではなく、それが十分働かないか、または従来型管

理より優れた「沿岸域の価値」が創造できる場合に行

うことが適当だと考えられる。ここで沿岸域の価値と

は、利用者が評価し、満足できる利用機会や保全の

状況であり、効率や生産量(アウトプット)ではない。

2．3 管理の自律性

敷田・森重が指摘したように 、地域の生態系管
16)

理は、地域が「自律的」に進めることが重要である。

「他律的」管理では、環境や社会状況の変化にあわ

せて管理システムをアダプティブ( )に変更でadaptive

きない。また外部から管理のノウハウを移入すること

が多くなると、地域外や外部者への依存が高まる。

さらに沿岸域の問題は「専門的知識がないと解決

できない」として専門家に期待することも多いが、専

門家は一般的には外部者であり、彼らへの単純な

「依存」に終わることが多い。むしろ宮内が指摘する

ように 、当事者が自律的に専門家に依頼したり、そ17)

れを組織したりすることが重要だと考えられる。そして

関係者に選択肢を示すことや、選択の際のリスクを明

示することが外部者としての専門家の役割で、自らの

理想の追求や決定の強制は避けなければならない。

3．事例研究

3．1 庄内平野のクロマツ林にかかわる活動

庄内平野のクロマツ林は、山形県の日本海側の沿

岸域にある延長34 幅1.5 3.5 に渡る広大なkm - km
砂防林として有名である 。それは私財を投じて植

18)

林事業を進めた江戸中期の豪商本間光岡をはじめと

する、地域のクロマツ防砂植林事業によって形成さ

れた 。植林事業はその後も300年以上継続し、現
19)

在のクロマツ林が完成したのは1960年頃である。また

砂防のためだけではなく、クロマツ林からの産物は住

民の燃料としても活用されてきた。

しかし庄内平野のクロマツ林は、①第二次世界大

戦中・戦後の燃料のための過度の伐採、②戦後の

「燃料革命」による松林への関心低下で管理放棄、

③1970年代の酒田北港の開発や道路建設などため

の伐採の危機に見舞われた 。さらに1980年以降は、
20)

マツクイムシ被害と管理放棄によるツル植物の侵入

などの植生変化、1998年の降雪被害が続いて起きた。

そして地域住民の生活がクロマツ林から離れるにつ

れて「かかわり」意識も低下した。

しかし、このような「危機」、特に降雪による被害が、

いったん興味を失った市民の目を再びクロマツ林に

向けさせ、2000年頃からクロマツ林に関連した活動

やボランティア活動が活発化した。2001年には「庄内

海岸のクロマツ林をたたえる会」、2002年には活動横

断的な団体である「出羽庄内公益の森づくりを考える

会」などが相次いで結成されて活動をはじめ、クロマ

ツ林へのかかわり方の違うさまざまな活動が、同じク

ロマツ林をめぐって起きている。

こうした関係者の活動グループを、呉が「地縁コミ

ュニティ型」から「教育機関型」に分類している 。そ
21)

して行政主導の活動も含めて、多様な活動が連携し

ながら成果を上げていることを報告している。さらに
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呉は、①伝統的手法を元に新たな手法やルールを

創造していること、②多様な主体の協働で解決しよう

としていること、③地域の誇りをよみがえらせるストー

リーを創出していることなどを成功の理由として見い

だしている。

また「出羽庄内公益の森づくりを考える会」は、教

育機関・ボランティア・林業関係者に加えて、通常は

別々の管理体系を持つとされる国と県という管理者も

同じ場に参加している。そこでは、情報交換や共有

が行われ、さらにゾーニングプランなどの創出の検討

をはじめている。同会は多様なアクターが参加し、市

民主導の合意の下で、自律的な管理の創出を試み

ていると考えられる。この点で先に指摘した自律的な

能動的参加型管理だと考えられる。この事例から得

られた知見は、地域沿岸域管理と共通する点が多い。

3．2 分析1：参加・自律とオープンソース型

オープンソース型の地域沿岸域管理ではまず、い

かにしてアクターを管理に参加させるかが課題となる。

そのために、参加を促進する仕組みや仕掛け(例え

ば、住民による地域資源マッピング、住民ワークショ

ップ、コンセンサス会議など)が重要視されるが、理念

として参加することが目的でなければ、単なる「参加

型沿岸域管理手法の活用」に終わる。同様のことは

「参加型開発」と呼ばれる分野でも指摘されている 。
22)

ポイントは参加が「能動的」か「受動的」か、つまり参

加する側に「主導権」があるか無いかという点である。

また参加しさえすれば自動的に自律的管理が実

現するのではなく、参加の有無と自律・他律性は別

の基準だと考えられる。例えば、地域の沿岸域管理

に関するワークショップに参加しても、それが行政に

よって用意されたプログラムであれば、能動的参加と

は言えないだろう。そこでクロマツ林にかかわる活動

の事例を分析し、「参加スタイル」と「管理の自律性」

の関係に関して整理したのが図 １である。-
単純に参加型と呼ばれる沿岸域管理でも、参加ス

タイルによっては、野田が述べるように「住民による労

務提供」 にすぎないこともある。沿岸域に関するル
23)

ールやツールを創造するオープンソース型では、ア

クター主導の参加型、つまり能動的参加が望ましい。

しかし、オープンソース型がすべてのケースで最

適解だとは言えない。時間や条件に予算がある場合

などは、むしろそれ以外の管理スタイルが適している

ことも考えられる。クロマツ林にかかわる活動には多

様性があり、最終的にはオープンソース型の能動的

参加で自律的な管理を目的にしながらも、さまざまな

タイプの活動を組み合わせて運営しているところに特

徴がある。

4．分析2：沿岸域管理サーキットモデル

オープンソース型で地域沿岸域管理を創出するモ

デルは、サーキットモデル(図 ２)として敷田らが提唱-
し 、また地域経営でも応用可能なことが見いだされ

24)

ている 。しかし、そのサーキットを回転させる促進メ
25)

カニズムには言及されていなかった。そこで、オープ

ンソース型の地域沿岸域管理のための二つのポイン

トをサーキットモデルに従って整理した。

まずサーキットモデルでは、地域内で知識が発信

され、その知識がネットワークされるという設定をして

いる。しかし、情報や知識を「オープンにした」からと

言って、参加しているアクター間の関係は対等では

ないので、必ずしもアクターの問題解決行動につな

がらず、戦略的、打算的な行動をとるアクターをテー

ブルに着かせることが大切だという坂田の指摘がある

他律的管理 自律的管理

受
動
的
参
加
型

能
動
的
参
加
型

他律的管理 自律的管理

受
動
的
参
加
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動
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参
加
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。知識が発信されれば自動的にネットワークが形成
26)

されるのではなく、それを促進する「役割」が必要だと

考えられる。サーキットモデルでは、「インターメディ

アリー」(図 ２の右)と呼ばれるアクター同士のつなぎ-
役を想定している。庄内平野の事例では、クロマツ林

保全に個人的に強いかかわりを持っていた県職員梅

津勘一氏がそれに当たる。梅津氏の活動は小学校

活動から、国と県の境界を越えた「出羽庄内公PTA
益の森づくりを考える会」の事務局運営までに及んで

おり、組織を超えてコミュニケーションできる「コスモ

ポライト」 だと考えることもできる。
27)

次に、学習プロセスで創造された沿岸域管理計画

などの成果が外部に向かって発信された場合に、そ

のままでは外部者にとって理解しにくいことが多い。

そこで、活動のコンセプトやビジョンなどをわかりやす

く説明することが必要になる。その役割を果たすのが

「インタプリター」である。インタプリターは発信された

成果を翻訳し、多くの外部者に伝えることで、成果に

含まれるコンセプトを評価しやすくする。庄内平野の

事例では、先の梅津氏や地元の東北公益文科大学

の呉尚浩氏がそれに相当する。

別々のアクターがこの二つの役割を演ずる場合も

あれば、ひとりで同時にすることもできるが、サーキッ

トモデルの回転を促進する効果を持つと考えられる。

5．結論

本報告では、庄内平野のクロマツ林にかかわる活

動の事例をもとに、アクターの「参加度」と「自律性」

から活動を分類し、能動的に参加する自律型管理が、

オープンソース型の沿岸域管理だと示した。またオ

ープンソース型の沿岸域管理の促進に必要な条件

についてサーキットモデルを用いて考察し、インター

メディアリーとインタプリターの必要性を述べた。

以上のように、オープンソース型の沿岸域管理は、

関係者主導でルールや組織を創出する自律的管理

だと考えられる。それは地域沿岸域管理の実現のた

めに選択を検討すべきアプローチとなろう。その際に

は、サーキットモデルのように、オープンでありながら、

アクターが仕組み自体を創造するシステムのデザイ

ンが望ましい。
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